
○ 分野・期間別復興関連事業一覧 　　　　　○ 行政による対応施策

　　税制や土地利用の特例，復興交付金（基幹４０事業＋効果促進事業）

　　県補助事業＋市町村交付金事業

　　直轄事業＋補助事業（（震災復興）特別交付税措置対象含む）

震 災 か ら の 復 興 の 現 状

　◇ 東日本大震災復興基金事業

　◇ 国・県・市町村事業
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経済・商工・観光・雇用関連
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☆課題解決策
①現状分析（現地調査，被災者ヒアリング，先進事例研究）

↓
②課題把握

↓
③論点整理

↓
④対応策検討

↓
⑤事業実施主体への提案

鉄道の復旧

ッチ

● 課題が生じる要因
・人 ：多数の被災者×個々人により抱える問題が異なる＝多岐にわたる課題山積

・場所：地域特性（地理的条件・産業構造・人口（年齢構成））による視点の違い

・時間：時間経過に伴う被災者ニーズの変化

・制度：地域・区域により事業対象に制約（被災者の線引き）

・対象：がれき処理や道路・土地の嵩上げ等（ハード事業）が優先傾向

・対応：被災地におけるマンパワー不足

公共土木施設災害復旧事業

集団移転・土地区画区画整理事業

※仮設から恒久住宅への

移行時期により変動
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